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既存計画住宅地の再生に関する調査研究 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

表 
想定される現状 調査項目 

■人口世帯構成 

  

○人口減少(世帯減少) 

○少子高齢化の進行 

■人口世帯構成  

■居住者の動向 

(非公住居住者) 

・地域住民 

・公営住宅居住者 

■住宅施設 

 

○住宅の老朽化 

○空家の増加 

■住宅・建築の動向 

  

○住宅・建築(センター施設等)の状況 

○空家状況（動向・現状） 

■小中学校の動向 ○生徒数・学級数の動向 ■生活サービス施設

  

○センター施設の老朽化 

○ニーの多様化に対応する 

生活サービス施設の不足 

○小学校の空教室の増加 

■住民ニーズ 

  

 

○生活サービス 

○住替え意向 

○センター機能の状況 

■土地利用 ○住宅のみの単一用途 ■地域の良さ 

や課題の認識 

  

○保全・継承すべき地域資源 

(住環境、コミュニティ) 

○地域の課題 

(住環境、自立支援、コミュニティ) 

■コミュニティ活動 ○地域福祉の重要性増大 

○自治会等の地域活動の停滞 

(高齢化、意識低下) 

○交流・集会施設や 

コミュニティ活動拠点不足 

 

■住宅地空間構造 

  

○用途、建ぺい・容積率 

○公園、緑地 

 

再生方向の整理

課題等の整理 ・ 再生手法の検討 

・団地の位置づけ 

・基本的な考え方 

再生手法の検討 
・公営住宅整備・民間住宅ストックの活用 

・土地利用の変更・コミュニティの活性化 

・生活サービス機能の充実・都市基盤整備 

手法の検討
再生の方策

再生の取り組みへ 
（行政・地域活動・地域住民） 

課題等の整理

 

 
 
 

 １ 研究のフォーム 

表２ 住民アンケート調査例（北広島団地） 
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住宅敷地の容積率の緩和 

34.1% 41.8% 24.1%容積率の緩和   

広い建物が建てられるように緩和した方が良い

住宅地の環境を変えたくないので、緩和しない方が良い

どちらとも言えない  
住宅敷地の最小面積の設定 

56.2% 14.9% 28.9%敷地の最小面積

ゆとりを保つため、基準を定めた方が良い

土地の分割や小さな敷地の売買ができるよう、基準は定めない方が良い

どちらとも言えない  
戸建て住宅から集合住宅への住替え意向 
 ※空き家の売却・賃貸などの処分等の希望要件が実現する場合 

35.3% 43.1% 18.9%

2.7%

集合住宅への
住替え意向

すぐに住み替えたい

すぐではないが住み替えを考える

住み替えない
どちらとも言えない  
 今年度は、想定される課題を明らかにするため、人口や年齢構成・空地や空家などの分析、住民意向

等アンケート、自治会・不動産業者へヒアリング調査などの調査結果から「少子高齢化の急速な進行

による高齢者への生活支援・若い世帯の流入や地域活動の活性化」「増加する空き家に対応する住替え

支援」、「将来に向けた土地利用の見直しの必要性」などの課題があることがわかりました。 

 今後は、得られた調査結果の分析を深め、２～３団地を対象に道や地元市と連携し、必要とされる

取り組みの方向や内容について協議・検討を行います。 
この研究では、新住宅市街地整備事業で整備された

内８つの既存計画住宅地を対象にしています。 

これらの住宅地において「急速な少子高齢化」「住

の老朽化と空き家の発生」「土地利用の不適合」な

将来想定される課題について実態を明らかにする

め、人口や年齢構成・児童数などの推移データの分

、自治会・不動産業者ヒアリング、住まいの状況や

民活動及び将来のニーズ等を把握するための住民

ンケートを行いました。 

得られた既存計画団地の特性、課題や住民意識をも

に、２～３団地を対象とした将来必要となる再生手

等を検討し、今後の公営住宅整備、都市計画の検討

地域の取組に反映していきます。 
昭和 40～50 年代に人口が増加する都市の郊外に

好な住宅地を多量に供給するため開発された計画

数が約 3,000～8,000 世帯の大規模な計画住宅地

、短期的に整備・供給されたことから居住世代に著

い偏りがあり、急激な少子高齢化や商業サービス施

等の衰退などの将来において多くの問題が発生す

ことが考えられます。 

この研究では、道内の既存計画住宅地の状況と問

、また将来における課題点を明らかにし、今後の対

方向等について検討し、必要な方策を明らかにする

とを目的としています。 
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